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　 日本企業のアジア ・中国戦略というお話を
したいと思います。ちょっと抽象的な話にな
るかと思います。今日は、アジアの成長の背
景がどこにあったかということと、その中で
アジアの存在が非常に高 まってきているこ
と、アジアの成長の原動力は産業力だけでは
なくて消費力、この二つが両輪となってお互
いに相互作用を発揮 しながら拡大していると
いう話を今日はしたいと思います。
　 最初に大振 りな話ですけれども、なぜ今ア
ジアが世界経済の中心になってきたかという
ことを考えたいと思います。第二次大戦が
1945年に終わって、その当時の世界の中心
は言うまでもなくアメリカで した。一方ヨー
ロッパが復興するにつれて世界経済の中心軸
はアメリカとヨーロッパの問、つまり大西洋
にあったのです。これがいわゆる 「ア トラン
ティックの時代」と言われた時代です。それ
が大体1970年代半ばぐらいまで続きました。
しかし1975年ぐらいになって くると、明ら
かに世界経済の軸は大西洋から太平洋のほう
に移ってきた。これは言うまでもなく、日本
の台頭が要因です。 日本は1968年に ドイツ
を抜いて世界第2位 の経済大国になりまし
た。中国がおそらく今年世界第2位の経済大
国になりますが、その前に日本は世界第2位
の経済大国を41年も続けたのです。それか
ら数年のうちに日本だけではなくて、韓国、
台湾、香港なども台頭し、世界経済は 「太平
洋の時代」に移 りました。
　 ここで少し余談になりますけれども、アメ
リカの企業を考えても 「太平洋の時代」が来
ました。アメリカ企業も伝統的な東部の企業
から西海岸で生まれた企業が勢いを増してい
く時期が この1970年代半ば以降です。今、
アメリカを代表する企業を思い浮かべるとマ
イク ロソ フ ト、イ ンテ ル、 アップ ル、
Googleもそうです し、ちょっと変わったと
ころではスターバ ックスコーヒーもそ うで
す。スターバックスコーヒーの本社はシア ト
ルです。成長力のあるアメリカ企業は太平洋
のほうから生まれてきたということで、アメ
リカ国内でも時代が大西洋から太平洋に移っ
たのです。
　 ところがこの時代も永続するわけではなく
て、どうも21世紀に入ってきて軸は再び動
いた印象があります。太平洋から今度はイン
ド洋の方向に少 し移ったのです。インド洋に
一気に移ったわけではないので、ちょうど
今、中心軸は東シナ海、南シナ海あたりにあ
ると言っていいと思います。言葉の上では言
いにくいのですが、「東 ・南シナ海とインド
洋の時代」が実 は今来てい るわけです。
2010年の今日、この時代に世界経済の軸は
そこに移ってきたということです。
　なぜこのようにアジアが成長してきたかと
考えると、明らかに1990年代の初めに冷戦
構造が崩壊 したことに原因があるのは間違い
ありません。企業の経営にとって一番重要な
要素は 「ヒ ト」「モノ」「カネ」の3要 素に
「情報」を加えた4つ です。ヒト、モノ、カ
ネ、情報が自由に行き来する。これが企業に
とって非常に望ましい経営環境です。ところ
が冷戦構造の時代には、アメリカとソ連の間
にはっきりとした壁があって、二つの陣営の
問で経営の3要素が動 きまわることは、なか
なか自由にできませんでした。ところが冷戦
構造が崩壊したあと、明らかにヒト、モノ、
カネ、情報が自由に動けるようになった。す
ると、グローバル企業は何を考え始めたかと
いうと、世界で最も安 く、最も高品質にもの
を作れる場所に工場をつくろうという決断を
したわけです。1990年代の前半、東ヨーロッ
パ にどんどん工場がで きました。ハ ンガ
リー、ポーランド、チェコ、ルーマニァ、ブ
ルガリアなどに工場進出ラッシュが起きたの
です。ところが東ヨーロッパの経済規模、人
口規模は小さいですから、またたく間に労働
市場がひっ迫 して、賃金が上昇、生産拠点と
しては最適地ではなくなりました。そこで次
に移ったのがアジアで、中でも1995年以降、
最も大きな吸引力をもったのが中国だったわ
けです。
　 そして中国以外のアジアの国もほとんど同
じように、グローバル企業の工場が移ってき
ました。工場が移ってきたということは何を
意味するかといえば、そこに工場労働者とし
ての雇用が発生 します。雇用が発生すると安
定した所得が生まれ、生活水準が向上してく
る。生活水準が向上すれば、ものやサービス
の消費が拡大 して、さらに国内の需要が伸び
てくると、それまでは輸出型の工場だったも
のが今度は国内向けの生産も始めるというこ
とです。ここで生まれたのが私のコンセプト
である 「生産と消費のスパイラル膨張」とい
うことです。生産が拡大するから、実は消費
も拡大しているということなのです。最初は
輸出だったのが、国内需要に切 り替わってき
て、さらに生産拡大していく。そのプロセス
は今、中国をはじめアジアの多 くの国、新興
国、途 ヒ国が経験していることです。
　 これが副次的にほかの現象も起こします。
すなわち、モノやサービスをつくり出すため
には原料が必要です。それはエネルギー、石
油だったり、鉱物資源、銅だったり、鉄だっ
たりするわけです。その需要が増加したこと
によって資源国、これが中東諸国や南米のブ
ラジル、チリ、あるいはロシア、こういった
資源国の経済を活性化します。こうして急増
した資源マネーとアジア各国の貿易黒字によ
る資金が先進国の金融市場に還流し、それが
引 き起こしたのが2007年夏のサブプライム
ローン問題であり、翌年のリーマンショック
などの金融市場の崩壊だったわけです。一方
32 AIBSジャー ナル 　 No.4
この資源国の経済活性化というのは、ものや
サービスの消費、これが例えば一番象徴的な
のはアラブ首長国連邦のドバイに建っている
818メー トルの世界最高層ビル 「ブルージュ・
ハリファ」を見たらわかりますけれども、な
ぜ、あんな高層ビルがあんなところにできた
かといえば、明らかにこれは資源マネーが生
んだあだ花です。しかし、それはモノやサー
ビスの消費を拡大するわけですから、また新
たなサイクルを生んでいます。こういったこ
とによって世界経済は膨張し、それがアジァ
を押 し上げてきたということです。
　アジアの成長の結果何が起きたかという
と、GDPにおけるアジアの存在感の急拡大
です。GDPをみるには、為替と購買力平価
(PPP)のふたつのや り方があります。 ドル
換算のGDPで見るとアジアは世界の4分の
1を占めますが、これを購買力平価、実際に
ものを買う力で見た場合、アジアは32%、
ほぼ世界の3分の1まで拡大 します。アメリ
カは逆にドルベースでの25%から20%に低
下しました。ですから、今なぜアジアで消費
が拡大すると世界経済が拡大するか といえ
ば、購買力が明らかにアジアにあるからなの
です。その結果として世界経済が影響を受け
ているわけです。
　アジアの日本、中国、イ ンド、ASEAN
の四つの国 ・地域のGDPと人口を二枚のス
ライ ドで示します。2000年と2009年ですが、
人口は10年ではそれほど変化がありません。
GDPと人口を見比べると、日本の人口は1
億2700万人 しかいませんから、GDPの円に
隠れてしまいます。インド・中国は人口が非
常に大きいのですが、GDPは2000年当時は
まだ小さいものでした。2009年、にかけて、
日本はほとんど変わっていません。人口も変
わりません し、GDPも変わっていません。
ですけれども、中国、インド、ASEAN、こ
れはそれぞれ大きくなっています。中国は3
倍近 くになり、インドは2.8倍、ASEANは
2.5倍にな りました。ということで、たった
10年足 らずの問に中国、インド、ASEAN
は数倍規模に拡大し、日本はそのままだった
わけです。すると何が起きたのか。2000年
の時点では中国とインドとASEANのGDP
を合計しても日本の半分 しかなかったのです
が、9年 後 には中国、インド、ASEANの
GDP合計は日本の1.5倍になってしまったの
です。これが実は日本企業にとってのアジア
戦略、中国戦略を規定しているものです。も
う日本の国内市場だけにしがみついていて
も、グローバルな成長に取 り残されるのは間
違いないのです。 日本のGDPの1.5倍の市
場がH本 の外側のアジアにあるわけですか
ら、ここを攻略しなかったら、日本企業とい
うのはずるずるとグローバルなシェアを下げ
て衰退していくのです。です。まして中国、
インド、ASEANの合計はたちまち日本の
数倍になるでしょう。H本企業にとっての中
国 ・アジア戦略というのは、これはまさに
21世紀の最初の10年間に大 きく変わったと
いうことです。これはビジネス戦略の前提が
まったく変わってしまったということです。
これが極めて大きなポイント、これがカギと
なります。
　では、次にアジアの産業の話をします。あ
る日、私がアジアの地図を眺めていた時にあ
ることを思いつきました。世界の産業が集積
しているアジアの産業集地帯はちょうど、三
日月の形の中に収まってしまう。ちょうど日
本の北海道あたりを最初の基点にして、イン
ドの西側ムンバイよりさらにちょっと向こう
ぐらいに終わりをもってきた、ちょっと太っ
た三日月を描 くと、大体その地域に世界の産
業の集積が収まると言っていいと思います。
例えば、2009年の数字では、この地域で世
界の鉄鋼生産の3分の2が行われている、自
動車は47%です。言うまでもなく2009年に
中国は世界最大の自動車生産国、自動車市場
にな りました。アメリカの3倍 、日本の1.5
～18倍の生産をしたわけです。ですから、
ここの地域はまさに鉄鋼、自動車という産業
の基礎素材から産業連関の頂点に立つものな
どで世界の トップになった。その他でも、半
導体のメモリーでいえば、DRAMで75%、
フラッシュメモリーで85%がこの地域で作
られています。さらに液晶パネル。皆さんの
パソコンだとか携帯電話、自宅の液晶テレ
ビ、こういうものに使われる液晶パネル。液
晶パネルは97%がこの地域で作 られている
わけです。ですから、世界の産業はもうこの
地域を抜きにはあり得ない。世界の産業の中
心はここにある。それがちょうど三日月地帯
だということです。歴史的にいうと、昔、四
大大河文明というのがあって、チグリス ・
ユーフラテス川流域、インダス川流域、ガン
ジス川、黄河、ナイル川とかありましたけれ
ども、チグリス ・ユーフラテス文明はよく
「肥沃な三日月地帯」と言われました。それ
がなぜ肥沃な三日月地帯といわれるかといえ
ば、農業生産に非常に適した地域で、そこの
経済力によって文明が発達 したからです。こ
こがまさに21世紀的にいえば、産業が生み
出す付加価値、経済力によってこのアジアの
繁栄が成 り立っている。まさにその三日月地
帯がこの21世紀初頭にアジアに現れている
のです。
　三日月地帯をさらに詳 しくみれば、実はこ
れが三つのレベルに分かれているということ
がわか ります。ちょうど三口月の右端には日
本、韓国という世界でも最強といってもいい
先端的な技術力を持った産業国家がありま
す。そ して中国という非常に巨大な生産力を
持った産業国家があり、そこには台湾 もくっ
付いている。さらにそこにASEANで もレ
ベルの高いシンガポール、マレーシア、タイ
という産業国家がある。さらにその西に行 く
とインド、バングラデシュ、パキスタンとい
う労働集約的な産業の集積があり、そこはこ
れから先非常に伸びて くるだろうと思いま
す。実はこの三日月地帯の中でも三つのレベ
ルがきちんと並んであるところが非常に面白
い。おそらく産業の発展は東から西に流れて
い くというのが、これからのアジアの中での
流れだろうと思います。
　それでは、これから日本の企業、日本の製
造業が危ないという話をしたいと思います。
それぞれの国の製造業が得意なステージがあ
るということをまずお話 しします。ある製品
が売り出されて、それが量産されてさらに市
場が成熟化 してい く。そのステージによっ
て、それぞれ得意な国があるということで
す。例えば一番わか りやすい事例でい くと、
液晶テレビは今当た り前にな りました。で
は、そもそも液晶というのはいつ、誰が見つ
けたのかといったら、これは1850年代にオー
ス トリアで植物学者がそういう物質のあるこ
とを見つけたのです。今からもう160年近 く
前です。ですけれども、それは1世紀以上、
誰も、何も使わなかったのです。最初に工業
的に何かしようと思って大学で研究を始めた
のがアメリカの大学で、1950年代に液晶の
利用についての研究が始まったのです。当然
アメリカではまだその研究は進まなかったの
です。その研究を商品に結び付けるところで
一番重要なかぎをにぎっているのは日本の企
業です。 日本のあるメーカーの技術者が
1950年代にアメリカの大学で研究室にほっ
ておかれた液晶という物質を見つけて、「こ
れは何ですか」と聞いて、その液晶を日本に
日本企業のアジア ・中国戦略 33
持って帰ってきたのです。当時、液晶は電流
を流すと色が変わるということだけ知 られて
いたのです。これを何かに利用できないかと
思い付いて日本に持ち帰ってきた。それから
10年近 くたって出来上がったのが、今皆 さ
んがよく持っている電卓の液晶表示です。こ
れが液晶の商品化、実用化の初めだったので
す。それが次に腕時計の液晶表示になり、そ
して1980年代の中ごろに日本でワー ドプロ
セッサーという、今のパソコンのワープロと
は違って、ワープロ専用機が出ました。これ
の表示装置で最初に細かい文字で出せるよう
になったのが液晶です。ついに1990年代の
後半にテレビに応用されていったのです。技
術のシーズから商品にしてい く長いプロセ
ス、それを担ったのは間違いなく日本です。
日本のメーカーが競いながらしたわけです。
これはシャープであったり、ソニーであった
り、日立であった り、パイオニアであった
り。いろいろなメーカーがこの分野で研究開
発をして成長させたのです。
　 ところが今では世界の液晶テレビあるいは
液晶パネルのメーカーを見ていますと、日本
勢が優勢かというとはっきり言って劣勢に
立っているのです。優勢なのは韓国勢、台湾
勢です。それは韓国のサムスン、LG、台湾
系のVIZIOなどのメーカーで、グローバル
マーケットに勝っているのです。あとは台湾
勢 のパネル供給 を受けた多数の無名 メー
カー、あるいは中国の中で今スカイワースだ
とか、そういうメーカーが台頭してきて液晶
テレビの勝者になっている。ですけれども、
今の中核は韓国 ・台湾で、このステージが変
わって くることによって、最初は日本勢が商
品化したけれども次のステージ、普及 してい
く段階では日本勢は破れ去っていったわけで
す。これはなぜかと言えば、韓国メーカー、
台湾メーカーの方がコス トを下げる能力が
あったことと、大量生産をするだけの市場に
対する投資の元気があった、勇敢さがあった
ということです。集中力があったのです。
　 しか しこれから10年先にこの液晶テレビ
マーケ ットはどうなっているかと予想する
と、私は韓国勢 ・台湾勢は勝ち残っていると
は、今と同じようなポジションにあるとは思
えません。なぜかと言 うと、既に中国マー
ケットを見ていたらわか りますが、やはり巨
大な市場のローカルメーカー、ホームグラウ
ンドのメーカーというのは台頭 してきます。
中国メーカー、インドメーカーです。中国で
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いうともう無数にたくさんのメーカーがあり
ます。長虹電子、TCL、康佳からいっぱい
あります。中国メーカーはまさに韓国勢を市
場から追いやろうとしてどんどん力をつけて
いる。インドで見てもバイアコムというロー
カルメーカーのシェアがだんだん上がってき
ている。こういう状況から見れば、決 して韓
国勢 ・台湾勢も勝ち抜けるわけではなくて、
次のステップ、新興国の市場が膨張 して世界
の中で巨大な存在を占めるようになると、
ローカルメーカーが勝ち残る。日本メーカー
も、韓国メーカーも、台湾メーカーもどんど
ん後退を迫 られるという状況になっていく。
これが製造業のステージであって、これから
学ぶべきは日本企業の中国戦略 ・アジア戦略
というのは、自分たちがどこにポジショニン
グしていくか。自分たちの会社の戦略を根本
的に建て直して、この膨張期のところで膨張
する市場で需要をとっていくか、この二つの
戦略の選択をしなければいけないという段階
に立っているのです。
　北東アジアには日本、韓国、台湾、中国と
いう四つの国と地域があって、これが世界で
最 も競争力がある産業国家 ・地域群となって
います。それぞれの国が どういう競争力的な
力をもっていて、どこに競争力の基盤がある
のかを考えてみましょう。その指標となるの
は、研究開発力と高付加価値品の量産能力と
コモディティの量産能力です。高付加価値と
コモディティの違いは単純化すれば乗用車の
「レクサス」と 「カローラ」の違いです。こ
の三三つの要素で見ると、明らかに日本は研究
開発力と高付加価値の量産能力があるわけで
す。つまり、例えばトヨタはレクサスを日本
国内で作 りますけれども、日産は 「マーチ」
の生産はすべてタイに移管しました。今、 ト
ヨタもだんだん低価格車はそれぞれの現地
マーケットで生産する方向にきているという
ことが示すように、コモディティ化 したも
の、低価格のものはどんどん日本国内から生
産が移転しています。一方、韓国はどこが強
いかというと、研究開発能力は結構高いで
す。日本メーカーを凌駕 している部分も一部
にはある。ところがやはり生産力の中心はコ
モディティ、大量生産品にあります。韓国が
強い液晶パネルにしても、半導体にしても、
自動車にしてもやはりコモディティ、市場に
おける付加価値が低いところをとってい く。
台湾勢も同じです。中国はコモディティ量産
が中心ですが、高付加価値量産の力もあ りま
す。重要なのは、この四つの国 ・地域がそれ
ぞれどこを目指 しているかということです。
明らかに韓国は日本に研究開発で追いつ くこ
とを狙っていく。台湾勢は量産に関して高付
加価値のもの、付加価値の高いところをとれ
るように目指 している。台湾勢の戦略は最終
製品ではなくて、中に占める部材。いわゆる
日本の中小企業が強かった中間部材などで高
付加価値のところをとっていくというのが基
本戦略だと私は読んでいます。中国は高付加
価値の量産 もします し、研究開発 もレベル
アップさせる。中国は大国ですから、二つの
戦略を同時に進める能力を持っていると思い
ます。中国はおそらく研究開発のところに非
常に力を入れるでしょうし、今でもコモディ
ティの量産から高付加価値の量産の方に急激
にシフトさせようとしています。もちろんコ
モディティの量産も雇用確保のために残 しま
すけれども、狙いは研究開発と高付加価値量
産です。
　では日本はどこに行くかというと、日本は
この三つの国 ・地域に追いかけられても自分
の今のポジションをしっか り守る。しか し、
新しい成長戦略として新興国でコモディティ
の量産をやるということです。
　それが 「膨張する新興国需要を獲得する」
戦略です。これを日本企業は狙わなければい
けないのです。これにはいくつか考えなくて
はいけないところがあります。最大の問題は
やはりコス ト競争力です。日本がおそらく自
社工場をインドや中国につくっても、ローカ
ルメーカーと戦ってコスト競争に勝つのはな
かなか難しい。それは明らかにアライアンス
戦略で臨むしかないのです。それは例えばス
ズキやホンダがいいケースです。スズキはイ
ンド市場で[J4輪車の大成功をおさめて、まだ
50%近いシェアを乗用車市場でもっている。
ホンダは現地の合弁で最大のシェアナンバー
ワンの二輪車メーカーになっている。この両
者に共通しているのはインドのローカルメー
カーときちんと合弁 しているということで
す。スズキの場合はマルチという会社と合弁
してやった。ホンダの場合はヒーローという
現地の二輪車メーカーと合弁していた。(そ
の後ホンダはヒーローと合弁を解消し、独自
に生産を開始)両 社はアライアンスがうま
くいったから、低コストの生産能力を築き、
現地マーケットであれだけのシェアを取れた
のです。日本企業 ももちろん自動車や二輪車
を中国市場で合弁を進めたのですが、それは
自分で選択した合弁ではなくて、進出すると
きに合弁でなければ進出できなかったとい
う、やむを得ざる理由の合弁ですから、選択
的なアライアンスではないのです。たぶんそ
こに弱さがあったと思います。おそらく中国
マーケットでこれから先、もう1同シェアを
回復しようと思ったら、戦略的かつ選択した
アライアンスでやらなければいけない。それ
がコス ト競争力のカギをにぎるでしょう。ま
た現地化を徹底 しなければいけない。特に
マーケティングにおいて、日本企業が自社の
人的資源で行ってもほとんど勝ち目はないだ
ろう。やはりローカルの人に任せるしかない
ということです。
　これから先おそらく重要なカギとなってく
るのは、製品開発、商品開発です。現地の商
品開発のニーズと本社のR&D能 力をどう結
び付けていくか。今の状況でいくとR&Dを
現地化してい くという方法でいくのですが、
そうすると一体、日本の本社は何をすべきな
のかということが非常に不明確になってくる
わけです。ここのところをうまく戦略的に再
構成しなければ、日本企業は生き残れないで
しょう。いずれにせよ、コス ト、マーケティ
ング、商品、この三つを新興国で徹底 して
ローカライズしていくことが大きな流れです
けれども、そこでは非常に高い戦略性が必要
で、よく考えた上で、練った上で行かなけれ
ばいけないのです。
　従来、日本企業というのはローカルマー
ケットに入るときに、ローカライズすると言
いなが らも実は日本の経営資源をそのまま
持ってくるのです。例えば日本の設計図を
持ってくる、日本の部品メーカーを連れて く
る、日本の工場そのままの設計をこっちに
持ってくる。現地資源ではな くて日本の経営
資源を持ち込むというタイプの戦略であった
ために、かつてはうまくいっても、市場が膨
張してくると、うまくいかなくなったという
事例が出てきています。市場が求めるものが
より現地化されたわけです。
　付加価値を再設計しなければならない。そ
れは商品差別化というのはもちろんそうです
けれども、意外に日本企業は利益をどこで取
るかと。おそら中国メーカーも、インドメー
カーも、日本メーカーも、韓国メーカーも、
これからハー ドウエアの販売で競争 しても取
れる利益率は2%、3%、5%と いうところ
で止まると思います。 これが15%、20%、
あるいはそれ以上の利益率の商品にしようと
思ったら、おそらくハー ドを売った後のとこ
ろです。一番有名な例はキヤノンのプリン
タービジネスあるいはコピー機ビジネスで
しょう。なぜ、キヤノンが儲かるか と言え
ば、インク、 トナーのところで儲かるので
す。これは有名な話です。もう一つ日本企業
でものすごくもうかっているのがどこかとい
いますと、中国、インドでも同じですけれど
も、 日本の建設機械です。建設機械のコマ
ッ、 日立建機、コベルコ、これがなぜもう
かっているか。通常、建設機械というのは耐
用年数が5年、7年 という機器です。パワー
ショベルやブル ドーザーです。1台5000万
円ぐらいする機械を売ったときに、その耐用
年数の期間にいくら保守費用がかかるかとい
うと、大体買ったパワーショベルの値段と同
じぐらい。だから7000万円のパワーショベ
ルを買うと、7年 間の耐用年数の間、大体
7000万円のメンテナンス費用がかかります。
部品の交換や修理によって同 じぐらいの値段
がかかる。ということは、販売 したあとの
サービス分野で利益を生める仕掛けをもって
いるところが強いのです。ですから、おそら
く付加価値をハードウエアのところで取ると
いう設計から、アフターセールスのところで
取るというところに切 り替えていったメー
カーが、おそらく付加価値ということに関し
ていうと 「勝ち組」になっていくでしょう。
　次に 「アジアの消費力」です。アジアには
従来から富裕層 というのがありますけれど
も、今やマーケティングの中心は富裕層では
ありません、その下のところです。その下の
ところというのは、実は大きく言って2種類
あります。今まで大きな話題になっている中
流層、これは中国、インド、ASEANで勃
興しています。もう一つその下にBOP(ボ
トム ・オブ ・ピラミッド)と呼ばれる貧困層
がいるわけです。特徴的に言えば、中流層は
1人あたりの購買力が高いのですが、量は限
られている。3億 人から5億人、現状でアジ
ア全体ではこれぐらい しかいないと思いま
す。一方、BOPの購買力は低いけれども、
アジアだけで20億人ぐらいいる。これは規
模が大きいということです。それぞれ中流層
は今、「量から質」へ移行し、BOPは 「量的
充足」を求めているというところに特徴があ
ります。
　 まず中流層の話をしたいと思います。今中
流層が消費に最もお金をかけているのはどこ
かとリス トに並べると、娯楽や衣料、これは
簡単に想像がつ くと思いますけれども、「移
動手段」という言葉が入 ります。というの
は、人が豊かになり、衣食住がある程度満た
されると次に何 を求めるかといえば、移動手
段とコミュニケーション手段だと私は思うの
です。例えば、貧しかったころは自転車しか
乗れなかったのが二輪車を買い、その次に自
動車を買う。一方、公共交通機関も昔はバス
しかなかったのがそこに鉄道が敷かれ、ある
いは地.ド鉄が敷かれ、さらに高速道路がで
き、あるいは高速鉄道ができる。今、中国の
交通網の整備を見ていればわかりますけれど
も、高速道路ができて鉄道が充実し、さらに
は高速鉄道が全国展開してい く。まさに移動
手段の充実が中流層の勃興と共に進められて
いきます。ですから、移動手段 というのは実
は中流層の勃興する時に、最も需要が拡大す
る大きな市場なのです。それが自動車でもあ
るし、鉄道でもある、あるいは航空路、飛行
機ということになるのです。あと当たり前で
すけれども、中国で もインドでもそうです
が、やはり食の安全の問題は極めて消費者の
意識が高いところで、これは比較的所得がま
だ低い段階から、食の安全に志向が移ってく
ることは今の新興国の特徴です。例えば中国
でも今、有機米や有機無農薬野菜、あるいは
日本製粉 ミルクが人気です。粉ミルクは意外
か もしれませんが、数年前の偽粉 ミルク事
件、メラニン入 り牛乳の事件で中国の母親は
中国製の粉 ミルクを買わなくなり、安全、安
心な日本メーカーの粉 ミルクを買うように
なったのです。森永、明治など日本で生産
し、日本でパッキングされたものでなければ
母親は安心して自分の赤ん坊に飲ませ られな
い。食の安全に意識が高いのです。子供に関
連すれば、教育などにもお金がかけていると
いうことです。
　私はこういうアジアの中流層の、消費の高
度化のプロセスというのをとらえる概念図を
考えてみました。カギになっている指標は何
かというと 「生活」と 「楽しみ」英語で言え
ばLifeとPleasure、これを両端に置いた
軸。一方、家族全体 として享受するものなの
か、個人で享受するものかという、Family
とPrivateという軸。この二つの軸 によっ
てできる四つのエリアによって、消費の高度
化を説明できるわけです。最初は誰でも基本
的なもので住宅が必要だ、家電製品でも冷蔵
庫や洗濯機が必需品だと、あるいは家具は絶
対に必要だと。ちょっと買い物にどこか遠 く
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へ行 くのにも二輪車ぐらいは必要だというこ
とで、ここのところからスタートしているわ
けです。ここを私はファミリーとライフに囲
まれたところですから 「FL」とい呼びます。
FLか ら次にファミリーで楽 しむテレビや
DVDレコーダ、あるいは家族全員の生活を
快適にするためのエアコン、二輪車からマイ
カーになるという少 しプレジャーに移った
「FP」の象限に移 ります。さらに消費が高度
化すると、今度はファミリーから個人のほう
にきます。そうすると携帯電話のような個人
のコミュニケーション ・ツールや、パソコン
のようにインターネットにアクセスして個人
で何か晴報を得たり、勉強したり、買い物を
したりするというものに移っていく。ファッ
ションもその要素です。そこはまだ生活の目
的も持っているため 「PL」象限です。さら
に進化すると。最終的に 「PP」に至ります。
つまり、個人の楽しみです。それは高級な化
粧品や自動車でも家族で乗るのではなくて個
人で乗る、自分一人で乗る。あるいは電話で
も通話ができればいいというだけの携箭電話
ではなくて、動画配信なども楽しめるスマー
トフォンに移っていくわけです。アジアの消
費というのは、こういう構造からプロセスが
つ くられる。同じアジアの中でもレベルが中
流層か富裕層かによっても違うのです。
　次にBOPの話です。非常に貧しい人たち
ですけれども、この人たちにも、ものは売れ
る。アジアの消費のかぎをにぎるのは、この
人たちです。どういうものが売れているかと
いうと、この人たちはやはり生活の基本的要
素の充足が第一になります。先ほどのファミ
リーとライフ 「FL」というところにまだい
るのです。ですから、冷蔵庫などという生活
の中で絶対に必要なもの、肉や牛乳が腐らな
いような冷蔵庫が必要なのです。ですから、
現実に言うとインドで一番貧しいような人た
ちも今、冷蔵庫を買い始めているのです。そ
れが普通でいうコンプレッサーを使った冷蔵
庫ではなくて、極めて簡単に冷やせる素子を
使った冷蔵庫。そうすると1台5000円ぐら
いで作れて しまうので、そういうものが今、
実は農村地帯では普及を始めているというこ
とです。そういう製品の利用に必要なインフ
ラは整っていないことも多いわけですが、ま
だ電気が来ていないところでは太陽光発電の
パネル、固定電話ケーブルが来ていなければ
携帯電話というようなインフラ整備を飛ばし
て普及することもある。移動手段でいうと、
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まだ自転車 とか二輪車の世界です。テレビも
液晶とかプラズマではなくてブラウン管テレ
ビが1台 という世界です。いずれにしても
BOPというのはまだ、付加価値の低い消費
をしているわけですけれども、実はこれから
先 まだまだ大 きな展開があるということで
す。
　今、世界の中で工場というのは、最初に工
場が進出するから収入が発生 して、収入が発
生するから消費が拡大すると言いました。ア
ジアのBOPが たくさんいるような地域、バ
ングラデシュやインド、パキスタン、さらに
ミャンマー、カンボジア、ラオスというとこ
ろも含めて、こういったところには今、中国
か らどんどん工場が逃げて、移っているわけ
です。中国の賃金が ヒがった結果として、こ
ういうところに工場が移る。冒頭で言った、
所得が発生 し消費が拡大するプロセスですか
ら、BOPがこれから先、消費の中心である
というのはまさにこういう国に工場が行 くこ
とによって決まるということです。
　重要なのはこういうところを今日本企業が
しっか り見なければいけないということで
す。なぜかといえば、BOPが将来の中流層
になる可能性をもって きているのです。
BOPのすべてが中流層になるとは思いませ
んけれ ども、BOPのかなりの入は中流層に
なる。そのときに最初にBOPと して経験し
た、買った、最初のブランド、最初の会社、
こうしたものを中流層になってもずっと残る
可能性があるのです。昔ソニーが面白い戦略
を取りまして 「マイ・ファース ト・ソニー」
というものです。つまり、子供にソニー商品
を売る。例えば極めて簡単で安いラジカセな
どを作るのです。そうすると、子供はソニー
の商品にまず5歳 とか8歳 とか、そういうと
きから慣れます。そうすると中学生、高校生
になったときにどこの音楽機器を買うか、
オーディオセットを買うか、あるいは携帯電
話を買うかというときに、自分が5歳のとき
に体験 したメーカーのソニーをおそらく中
学、高校、大学、大人になっても使うだろう
ということで、イントロダクションとして
やったわけです。まさにBOPというのは日
本企業や世界の企業にとってイントロダク
ションです。だから、ここでちゃんとブラン
ドをす り込むことによって、将来の大きな顧
客層にできるというのが、実はBOPの非常
に重要なところです。
　人口と一人あたりGDPをアジアの国で並
べた場合、まさに1人あたりGDPはシンガ
ポールを筆頭に、それなりによくわかるバラ
ンスで並びます。人口で見ると、中国とイン
ドだけ、まるで高層ビルのようにパッと立っ
ています。これは何 を意味しているかという
と、アジアのマーケティングを考えるときに
中国とインドは国として見てはだめだという
ことを示しています。中国とインドは明らか
に人口規模で見ると異常値に近い。何をすれ
ばいいかということですが、省単位、州単位
という小さな分け方をしていくということで
す。例 えば漸江省、江蘇省、広東省、山東
省、あるいは、マハーラーシュトラ州、カル
ナータカ州など中国の省とインドの州を代表
的なものをいくつか入れると、中国の省とイ
ンドの州というのは、中国は31、イン ドは
28あるわけですけれども、大体アジアの1
つの国のレベルなのです。中国で一番人口の
多い省はどこかといいます と、河南省です。
河南省は今年1億人を超えました。広東省、
山東省が9500～9800万人です。 ということ
は、アジア1国 の レベルになっているので
す。例えばインドでいうと、一番人口の多い
のはウッタルプラデシュ州で1億6600万人
います。ですから、そういう省や州というの
も、国としてとらえてマーケティングをした
ほうが、実はこれから先日本企業にとって重
要な、おそらくそれはグローバル企業にとっ
ても同じですけれども、ポイントになって く
るでしょう。
　このグラフは中国とインドの生産年齢人口
の推移です。15歳か ら64歳。働いて付加価
値を生み出している人たちですが、その人口
が どうなるかなのです。重要なのは中国は
2015年ころには生産艶麗人口がピークに達
し、2025～2030年の間にインドに追い抜か
れるということです。2030年ぐらいで今の
日本が感じているような、生産年齢人口の減
少に伴う国内需要の減退に直面する可能性が
十分にあるということです。ですから日本企
業にとって、中国市場は成長市場であり得る
のは2030年ぐらいまでだということです。
もちろん、それ以降に意味がなくなるのでは
なくて、成長して急膨張する市場であり得る
のはたぶん2030年ぐらいまでだろうという
ことを示 しているわけです。ところがインド
は人口抑制がきいていませんから、まだまだ
伸び続けるということで、インドは成長市場
でおそ らく2050年段階でも日本企業にとっ
てまだ成長市場、まだ右肩上がりが続いてい
ると思います。ここでは触れていませんが、
ASEANの国で も非常に多種多様 です。
ASEANの国でこれからも人口が確実に伸
びる国はフィリピンとインドネシアの2力国
です。なぜかというとフィリピンはキリスト
教カソリック、インドネシアはイスラム教で
人口抑制がきかないからです。ベ トナムは
今、スポットライトが当たっていますけれど
も、実は人口があまり伸びません。なぜかと
いうと儒教文化圏で教育に非常に力を入れ
る。ということは、子供の数を減らして、1
人あたりの教育投資を増やそうというメンタ
リティがありますから、ベ トナムは人口規模
ではそんなに伸びません。いずれ1億人は超
えますけれ ども、2030年ぐらいで変わると
思います。ところがフィリピンは2020年で
もう日本の人口ぐらい、1億3000万人ぐら
いに達します。ですから、フィリピンという
のは非常に面白いマーケット、インドネシア
も面白いマーケット、と言うのはそういう意
味です。
　中国は生産という面で非常に力があると言
いました。消費の面でも面白い。ところが人
口がだんだん頭打ちになってくると難 しい面
が出て くる。生産の面で もう一つ難 しいの
は、今ものすごい勢いで中国から工場が逃げ
始めていると言っていいと思います。実は中
国企業自体も、ベ トナムはとっくの昔ですけ
れども、今年の春から起きている現象はとに
かくインドネシァに中国企業が大挙進出して
いるというのです。繊維企業、玩具、靴、雑
貨、電機 ・電子部品、こういった産業で、日
本メーカーではなくて中国メーカーがインド
ネシアに大挙 して移転しようとしている。そ
れはコストの上昇もあることと、人民元の問
題です。人民元はおそらくこれからさらに上
がっていく。そうすると競争力が出ないとい
うことで、こういった国にどんどん行ってほ
しいということだろうと。そうすると世界の
工場 としての中国は実はもうピークアウトし
て、だんだん下がり始めているということを
考えていかなければいけないということで
す。
　ASEANというのは実は面白い国々で、
10年前までは一人あたりGDPも含めて中国
より上の国が多かったわけですけれども、今
は逆転されて中国より高いのはシンガポー
ル、マレーシアだけです。タイもほぼ肩を並
べられていますから、今はもう中国を上回る
国 は少 な くな って い るの で す。 で は
ASEANがどうなったかというと、実は今
ASEANはもう1回復活 しつつあります。
成長率で見ると、 もしか したら長期的には
ASEANのほうが平均成長率は中国より上
になる可能性があります。その中でも特に目
立つのはインドネシアですし、あとシンガ
ポールのような国は成長率が昨年、過去最高
だったのです。なぜそんなことが起きている
のか というと単純な話で、ASEANという
のは中国とインドの両方が隣にある。中国は
中国市場 しかないのです。インド企業はイン
ド市場 しかないのですが、ASEANは中国
とインド両方見られる非常にいい地勢学的ポ
ジ シ ョン にあ る とい う こ とで、実 は
ASEANは今アジアの中でいうと最もこれ
から先に面白いことが起きるのではないかと
言っていいマーケットだと思います。
　インドは意外かもしれませんけれども、中
国とまったく正反対の国です。中国は莫大な
貿易黒字をため込んで、それによって成長 し
てきたのですが、インドというのは輸出産業
にはからっきし弱いのです。例えば今一番大
きいのは繊維製品ですけれども、2番 目は宝
石 ・宝飾品、これは例えば女性が買うネック
レスや指輪というもので加工された宝飾品。
あとは医薬品、これは後発医薬品です。ジェ
ネリックと言われるような安い医薬品、こう
いうものが輸出の中心で、輸出産業は非常に
弱いです。その代わり何で貿易赤字を埋めて
きたかといえば、ITやBPO(ビジネス ・プ
ロセス ・アウトソーシング)で埋めてきたの
です。いわゆるサービスで何とかカバー して
きたわけです。ですから内需主導という独特
の世界、中国市場以上に内需依存型の経済構
成になっているということで、内需が伸びる
ことに関していうと、中国とインドは両方と
もこれから先まだ伸びる余地があって、イン
ドはそういう面でもともとは内需型経済とい
うところに面白さがあるということです。
　日本企業にとってアジア戦略というのは今
言ったような要素、生産と消費の両面から見
なければいけないこと。ものづくりに関して
は日本企業が非常に際 どいところに今立って
いて、戦略の再構築をしなければいろいろな
分野で崩壊する恐れが出てきているというこ
とです。
　なお、今日の話の内容は2010年10月刊の
「アジアカ」(日本経済新聞出版社)と いう拙
著でおおむね触れてお ります。
日本企業のアジア ・中国戦略1
??
